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平成 14 年度の税制改正に関する答申(抄) 

 

平成 13 年 12 月 

税 制 調 査 会 

二 平成 14年度税制改正 

３．租税特別措置等の整理・合理化 

 租税特別措置等は、特定の個人・企業の税負担を軽減することにより、経済政策、社会政策等の特定の政策目的を実現する

ための政策手段である。このため、「公平・中立・簡素」という租税原則に反する例外措置として設けられている。 

 上記の租税原則の観点から、租税特別措置等を常に見直し、課税ベースを拡大していく必要があると言えよう。その際、全

法人の約７割が欠損法人であるほか、個人所得課税において個々の納税者の負担水準が低下し、働く人のうち概ね４分の１程

度が非納税者となっている状況の下では、租税特別措置等の政策効果が限定的となっていることに留意せねばならない。 

 また、経済社会が急速に変化し多様化する状況においては、個人・企業の自由な活動を通じて、効率的な資源配分が可能と

なる環境を整備することがより重要であり、これが経済社会の活性化に資すると考える。これまで税制を政策的に活用してき

た結果、現行の税制に歪みが生じており、効率的な資源配分が妨げられている。したがって、租税特別措置等の見直しを通じ

て、税制を個人・企業の経済活動に対して中立的なものとすることが極めて重要である。 

さらに、歳出面で補助金などの思い切った見直しが行われている中で、実質的に補助金の裏返しである租税特別措置等は、

ゼロベースからの見直しを含め、従来にない大幅な整理・合理化を行わねばならない。 

   個々の措置について具体的に見直す際には、以下のような視点からの明確な基準が必要である。 

⑴ 政策目的・効果 

   租税特別措置等は、あくまで政策手段であり、その政策目的や効果を常に検証していく必要がある。 

⑵ 政策手段としての適正性 

   他の政策手段との比較において、特定の政策目的を達成するために最適な手段かどうかについて検討する必要がある。 

⑶ 利用実態 

   一定期間利用実態の低調な、いわば形骸化した措置については廃止すべきであると考えられる。 



　租税特別措置による減収額（19,420億円）の内訳（平成14年度ベース）

生・損保控除 老人等
マル優
（注）１

そ　 の 　他 法　　人　　税 そ　の　他

６，０１０億円 ２，６９０億円 １，７３０億円 ２，４７０億円 ４，３４０億円 ２，１８０億円

（30.9％） （13.9％） (8.9%) （12.7％） （22.3％） （11.2％）

所　得　税　  12,900億円(66.4％） 法人税   4,340億円(22.3％） その他

住　宅　ロ　ー　ン　控　除 投資減税

（景気対策）

(10.9%)

２，１２０億円

　　　? 　上記のほか、相続税の小規模宅地等及び特定事業用資産についての課税価格の特例による減収額が1,360億円ある。

（注）? 　老人等マル優については、15年1月から段階的に縮小し、障害者等マル優に改組される（18年1月）。



租税特別措置による減収額の税目別分類（平成１４年度）
（単位：億円）

区 分 平年度減収額 区 分 平年度減収額

一 所 得 税 ガス熱量変更準備金 １０
老人等の少額預金の利子の非課税等（※） １，７３０ プログラム等準備金 ２０
配当所得の課税の特例 １１０ 日本国際博覧会出展準備金 １０
生命保険料控除 ２，５３０ 使用済核燃料再処理準備金 ３００
損害保険料控除 １６０ 原子力発電施設解体準備金 １８０
長期所有上場特定株式等に係る譲渡所得の特別控除 ５６０ 異常危険準備金 １４０
住宅借入金等を有する場合の特別税額控除 ６，０１０ 特別修繕準備金 ３０
医療用機器等の特別償却 ５０ 増加試験研究費等の税額控除 ３２０
青色申告特別控除 ７１０ エネルギー需給構造改革推進投資促進税制 ３８０
社会保険診療報酬の所得計算の特例 ２００ 中小企業等基盤強化税制 ９０
家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例 １８０ 沖縄の特定地域における工業用機械等の税額控除 ２０
同居の特別障害者又は老親等に係る扶養控除等の特例 ４９０ 中小企業投資促進税制 ２，０６０
非居住者・外国法人の一括登録国債の利子の課税の ７０ 農業協同組合等の課税の特例 １０
特例 特定の基金に対する負担金等の損金算入 ２０
居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除 ９０ 同族会社の留保金課税の特例 ２７０
寡婦控除の特例 １０

小 計 ４，３４０
小 計 １２，９００

三 そ の 他 の 税
二 法 人 税 親子間等の住宅取得資金に係る贈与税の特例 ３９０
公害防止用設備の特別償却 ７０ 住宅用家屋等の登録免許税の軽減 ５９０
船舶等の特別償却 ２０ 商工中金等の抵当権設定等の登録免許税の軽減 ２０
特定高度技術産業集積地域産業用設備の特別償却 ３０ 認定事業再構築計画等に係る登録免許税の軽減 ４０
事業革新設備等の特別償却 １０ 中高層耐火建築物等の登録免許税の軽減 ３０
特定電気通信設備等の特別償却 ３０ 清酒等に係る酒税の税率の特例 １００
再商品化設備等の特別償却 ２０ 石油税の還付措置 ６００
特定集積地区における輸入関連事業用資産の特別償却 １０ 航空機燃料税の税率の特例 ９０
特定地域における工業用機械等の特別償却 ４０ 不動産譲渡契約書等に係る印紙税の税率の特例 １５０
医療用機器等の特別償却 １００ 約束手形に係る印紙税の税率等の特例 １３０
経営基盤強化計画等に係る機械等の割増償却 ２０ 株式分割等に係る株券の印紙税の非課税 ４０
障害者を雇用する場合の機械等の割増償却等 １０
倉庫用建物等の割増償却 １０ 小 計 ２，１８０
海外投資等損失準備金 １０
新幹線鉄道大規模改修準備金 １００ 合 計 １９，４２０

（備考）租税特別措置のうち減収額の計上されている項目について掲げている。
（※）老人等の少額預金の利子の非課税等については、15年１月から段階的に縮小し、障害者等の少額預金の利子の非課税等に改組される（平成18年１月）。



平成１４年度改正における企業関係租税特別措置の廃止・創設項目

○ 廃止した項目（１０）

・ 中小企業新技術体化投資促進税制

☆・ 沖縄の工業等開発地区内において工業用機械等を取得した場合の特別税額控除又は特別償却

☆・ 沖縄の特別中小企業者が事業化設備等を取得した場合等の特別税額控除

・ 製品輸入額が増加した場合の特別税額控除

・ 再生資源分別回収設備の特別償却

・ 特定事業集積促進地域における特定事業用資産の特別償却

・ 特定の拠点地区における産業業務施設の特別償却

・ 低開発工業開発地区における工業用機械等の特別償却

☆・ 自由貿易地域投資損失準備金

・ 創業中小企業投資損失準備金

○ 創設項目（８）

☆・ 沖縄の金融業務特別地区内において金融業等用の建物等を取得した場合の特別税額控除

☆・ 産業高度化地域内において工業用機械等を取得した場合の特別税額控除又は特別償却

☆・ 経営革新計画の承認を受けた沖縄の中小企業者が経営革新設備等を取得した場合等の特別税額控除又は

特別償却

・ 日本国際博覧会出展準備金

・ 新幹線鉄道大規模改修準備金

☆・ 情報通信産業特別地区における認定法人の所得の特別控除

☆・ 金融業務特別地区における認定法人の所得の特別控除

・ 銀行持株会社等の受取配当等の益金不算入等の特例

（注）☆は、沖縄関係の租税特別措置をあらわしている。



企業関係租税特別措置一覧〔７６項目〕

（税額控除・所得控除）

・増加試験研究費等の税額控除
・エネルギー需給構造改革推進投資促進税制
・中小企業等基盤強化税制
・事業化設備等の税額控除又は特別償却
・沖縄の観光振興地域における工業用機械等の税額控除
・沖縄の情報通信産業振興地域における工業用機械等の税額控除
・沖縄の産業高度化地域における工業用機械等の税額控除又は特別償却
・沖縄の自由貿易地域等における工業用機械等の税額控除又は特別償却
・沖縄の金融業務特別地区における金融業等用の建物等の税額控除
・沖縄の特定中小企業者の経営革新設備等の税額控除又は特別償却
・技術等海外所得の特別控除
・新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除
・情報通信産業特別地区における認定法人の所得の特別控除
・特別自由貿易地域における認定法人の所得の特別控除
・金融業務特別地区における認定法人の所得の特別控除
・農業協同組合等の留保所得の特別控除

（特別償却）

・公害防止用設備の特別償却
・電線類地中化設備の特別償却
・船舶等の特別償却
・航空機の特別償却
・関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における文化学術研究施設の特別償却
・特定中核的民間施設等の特別償却
・地震防災対策用資産の特別償却
・特定高度技術産業集積地域における高度技術産業用設備の特別償却
・事業革新設備等の特別償却
・特定余暇利用施設の特別償却
・特定電気通信設備等の特別償却
・商業施設等の特別償却
・再商品化設備等の特別償却
・特定集積地区における輸入関連事業用資産の特別償却
・農村地域工業等導入地区における工業用機械等の特別償却
・半島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却
・過疎地域等における工業用機械等の特別償却
・離島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却
・沖縄の離島におけるホテル業等用の建物等の特別償却
・中小企業者等の機械の特別償却
・医療用機器等の特別償却
・経営基盤強化計画を実施する特定組合等の構成員等の機械等の割増償却
・障害者を雇用する場合の機械等の割増償却等

（注）⒈ 企業関係租税特別措置のうち減収効果のあるものについて記載。
⒉ 上記のほか、経済対策として中小企業投資促進税制がある。

・農業経営改善計画等を実施する法人の機械等の割増償却
・漁業経営改善計画を実施する法人の漁船の割増償却
・優良賃貸住宅等の割増償却
・特定再開発建築物等の割増償却
・倉庫用建物等の割増償却
・鉱業用坑道等の特別償却
・植林費の損金算入の特例
・鉱工業技術研究組合等に対する支出金の特別償却
・特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の特例
・準備金方式による特別償却

（準備金）

・海外投資等損失準備金
・金属鉱業等鉱害防止準備金
・特定災害防止準備金
・特定都市鉄道整備準備金
・新幹線鉄道大規模改修準備金
・ガス熱量変更準備金
・電子計算機買戻損失準備金
・プログラム等準備金
・日本国際博覧会出展準備金
・使用済核燃料再処理準備金
・原子力発電施設解体準備金
・保険会社等の異常危険準備金
・原子力保険又は地震保険に係る異常危険準備金
・関西国際空港整備準備金又は中部国際空港整備準備金
・特別修繕準備金
・中小企業等の貸倒引当金の特例
・探鉱準備金又は海外探鉱準備金
・農用地利用集積準備金

（その他）

・農用地等を取得した場合の課税の特例
・共同で現物出資をした場合の課税の特例
・鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例
・特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例
・欠損金の繰越期間の特例
・転廃業助成金等に係る課税の特例
・銀行持株会社等の受取配当等の益金不算入等の特例
・農林中央金庫等の合併に係る課税の特例
・同族会社の留保金課税の特例



減収額の大きい企業関係租税特別措置（平成１４年度）

（単位：億円）

項 目 減 収 額

１ 中小企業投資促進税制 ２，０６０

２ エネルギー需給構造改革推進投資促進税制 ３８０

３ 増加試験研究費等の税額控除 ３２０

（うち中小企業技術基盤強化税制） （１４０）

４ 使用済核燃料再処理準備金 ３００

５ 同族会社の留保金課税の特例 ２７０

６ 原子力発電施設解体準備金 １８０

７ 異常危険準備金 １４０

８ 医療用機器等の特別償却 １００

９ 新幹線鉄道大規模改修準備金 １００

１０ 中小企業等基盤強化税制 ９０

１１ 公害防止用設備の特別償却 ７０

１２ 特定地域における工業用機械等の特別償却 ４０



中小企業投資促進税制の概要

［制度の概要］

中小企業者等が、一定の機械等を取得した場合には、取得価額の７％の税額控除又は

取得価額の３０％の特別償却との選択適用（一定の要件を満たすリース契約により賃借す

るリース資産についても税額控除を適用）が認められる。

○ 対象設備

① 機械装置（１設備の取得価額 １６０万円以上、リース料総額 ２１０万円以上）

② 事務処理の能率化等に資する器具備品（電子計算機、デジタル複写機、ファクシ

ミリ等９設備：１設備又は同一種類の複数設備の合計が １００万円以上、リース料総

額 １４０万円以上）

③ 貨物自動車（車両総重量 ３．５トン以上のもの）

④ 内航船舶

○ 適用期間（平成１０年６月１日～平成１６年３月３１日）



企業関係租税特別措置減収額の法人税収に対する割合

年 度 法 人 税 収 企業関係租税特別措置 ⒝／⒜

（当初予算） ⒜ 減収額（除く交際費）⒝

億円 億円 ％

昭和４０ １０，３５７ ７５２ ７．３

４５ ２４，２０３ １，７９４ ７．４

５０ ６１，４１０ ３，０４０ ５．０

５５ ８５，０４０ ２，３２０ ２．７

６０ １２５，４６０ ４，０６０ ３．２

６１ １２７，０６０ ４，０６０ ３．２

６２ １１８，２４０ ４，５５０ ３．８

６３ １３９，３１０ ４，５７０ ３．３

平成 元 １８３，６３０ ５，０７０ ２．８

２ １９７，１１０ ５，６４０ ２．９

３ １９２，６７０ ６，３００ ３．３

４ １８１，２２０ ５，７００ ３．１

５ １５９，５２０ ５，２００ ３．３

６ １３８，１３０ ４，３２０ ３．１

７ １３７，２６０ ３，９２０ ２．９

８ １３５，４８０ ３，６５０ ２．７

９ １４４，３２０ ３，８３０ ２．７

１０ １５２，７４０ ３，５６０ ２．３

１１ １０４，２８０ ３，１８０（７，５８０） ３．０（７．３）

１２ ９９，４７０ ３，１４０（７，５４０） ３．２（７．６）

１３ １１８，３９０ ３，３９０（４，９００） ２．９（４．１）

１４ １１１，７４０ ２，２２０（４，３４０） ２．０（３．９）

（備考）（ ）書きは、景気対策による投資減税分を含んだものである。



企業関係租税特別措置の整理合理化状況の累年比較

整 理 合 理 化 項 目改正前年 度 縮減合理化 創設項目数 改正後項目数項目数 廃止項目数 項 目 数
件 件 件 件 件昭和51 98 9 50 4 93

52 93 2 27 0 91
53 91 11 26 3 83
54 83 5 25 4 82
55 82 10 49 1 73
56 73 1 22 1 73
57 73 4 20 1 70
58 70 2 32 5 73
59 73 2 14 4 75
60 75 4 28 1 72
61 72 3 14 8 77
62 77 4 26 8 81
63 81 3 13 3 81

平成元 81 2 30 2 81
２ 81 5 17 6 82
３ 82 3 23 1 80
４ 80 3 23 4 81
５ 81 0 19 4 85
６ 85 6 18 3 82
７ 82 4 23 1 79
８ 79 4 23 2 77
９ 77 2 25 2 77
10 77 1 32 5 81
11 81 4 31 2 79
12 79 0 31 1 80
13 80 2 32 0 78
14 78 10 24 8 76

（注）上記の計数は、減収効果のある企業関係租税特別措置についてとりまとめたものである。
なお、上記のほか、経済対策として１項目がある。



創設後長期にわたる企業関係租税特別措置

経過年数 創設年 項 目 経過年数 創設年 項 目

５０年以上 昭２６ 船舶等の特別償却 ２５年以上 昭４８ 商業施設等の特別償却
昭４８ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却等

４５年以上 昭２８ 技術等海外取引に係る所得の特別控除 昭４９ 金属鉱業等鉱害防止準備金
昭２８ 保険会社等の異常危険準備金 昭５０ 特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例
昭３２ 鉱業用坑道等の特別償却 昭５１ 漁業経営改善計画に係る漁船の割増償却
昭３２ 植林費の損金算入の特例

２０年以上 昭５４ 医療用機器等の特別償却
４０年以上 昭３６ 鉱工業技術研究組合等に対する支出金の特別償却 昭５６ エネルギー需給構造改革推進投資促進税制 （注１）

昭３６ 原子力保険又は地震保険に係る異常危険準備金
昭３６ 鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例 １５年以上 昭５８ 地震防災対策用資産の特別償却

昭５８ 使用済核燃料再処理準備金
３５年以上 昭３９ 農業協同組合等の留保所得の特別控除 昭５９ 特定高度技術産業集積地域における高度技術産業用設備の

昭３９ 海外投資等損失準備金 特別償却 （注２）
昭４０ 新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除 昭５９ 関西国際空港整備準備金又は中部国際空港整備準備金
昭４０ 探鉱準備金又は海外探鉱準備金 昭６１ 電線類地中化設備の特別償却
昭４１ 倉庫用建物等の割増償却 昭６１ 特定都市鉄道整備準備金
昭４１ 中小企業等の貸倒引当金の特例 昭６２ 中小企業等基盤強化税制
昭４２ 増加試験研究費等の税額控除 昭６２ 事業革新設備等の特別償却 （注３）
昭４２ 公害防止用設備の特別償却 昭６２ 特定災害防止準備金
昭４２ 特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の特例 昭６２ 欠損金の繰越期間の特例
昭４２ 準備金方式による特別償却 昭６２ 関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における文化

学術研究施設の特別償却
３０年以上 昭４３ 電子計算機買戻損失準備金 昭６２ 特定余暇利用施設の特別償却

昭４４ 特定再開発建築物等の割増償却
昭４６ 航空機の特別償却 １０年以上 平元 特定中核的民間施設等の特別償却
昭４６ 農村地域工業等導入地区における工業用機械等の特別償却 平２ 特定電気通信設備等の特別償却
昭４７ 自由貿易地域における工業用機械等の特別償却 平２ 原子力発電施設解体準備金
昭４７ 中小企業者等の機械の特別償却 平４ 離島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却
昭４７ プログラム等準備金
昭４７ 転廃業助成金等に係る課税の特例 （注１）エネルギー対策促進税制として創設

（注２）高度技術工業集積地域における高度技術工業用設備等の特別償却として
創設

（注３）産業構造転換用設備等の特別償却として創設
（備考）平成１４年４月１日現在の経過年数による。



個 人 所 得 税 関 係 の 主 な 特 例 措 置

租税特別措置法に規定 所得税法に規定

●いわゆる企業関係租特

就業に関連 ●社会保険診療報酬の所得計算の特例（概算経 ○給与所得控除

するもの 費率） ○青色専従者給与の必要経費算入・事業専従者

●家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例 控除

●青色申告特別控除

●老人等（障害者等）マル優(少額公債)（※） ●老人等（障害者等）マル優(郵便貯金･少額預

生活に関連 ●財形住宅（年金）貯蓄の利子非課税制度 金)（※）

するもの ●配当所得の課税の特例 ●生命保険料控除・損害保険料控除

●株式等譲渡益課税の特例

●同居老親等に係る扶養控除の特例 ○特定扶養控除

●寡婦控除の特例 ○配偶者特別控除

○老年者控除、寡婦控除、勤労学生控除

●住宅ローン控除 ○医療費控除

●居住用財産の買換えに係る譲渡損失繰越控除

そ の 他 ■居住用財産の譲渡所得の特別控除 ○遺族年金、通勤手当の非課税等

■優良住宅地造成等の長期譲渡所得の特例

■特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡

した場合の譲渡所得の特別控除 ○配当控除

○寄附金控除

（注）●、■は租税特別措置に該当するもの（うち●は租税特別措置による減収額が計上されているもの）

（※）老人等マル優については、15年１月から段階的に縮小し、障害者等マル優に改組される（平成18年１月）。
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50万円

37.5万円

６

３４３．３万円５０８．６万円 ４５４．３万円

６６７．５万円７１５．０万円

夫婦のみ夫婦子１人 独　　身

７１６．２万円８１１．２万円

５６０．０万円

年５０万円の所得税
額控除の場合 ９３４．８万円 ８５８．７万円

年目

夫婦子２人

  住 宅 ロ ー ン 控 除 制 度 の 概 要 

住宅ローン控除の適用により、その年の所得税額が
ゼロとなる給与収入金額

７ １１

年目 １～３年目４～６年目

１

年３０万円の所得税
額控除の場合

年１５万円の所得税
額控除の場合 ５９８．６万円

（注）夫婦子２人の場合、子のうち１人は特定扶養親族に該当するものと
    して計算している。

１１４．４万円（参考）
　　　課税最低限 ３８４．２万円 ２８３．３万円 ２２０．０万円

７９３．８万円平成13年後期・平成14・15年居住分

平 成 16 年 居 住 分

平成11・12年・13年前期居住分

平成9・10年居住分
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（生命保険料控除） （個人年金保険料控除）
区 分 区 分
平成　  年 万人 万人 ％ 平成　  年 万人 万人 ％

５ ３,５９３ ３,０１５ ８３．９ ５ ３,５９３ ５５８ １５．５
６ ３,６５０ ３,０３６ ８３．２ ６ ３,６５０ ６５４ １７．９
７ ３,６０６ ３,０６３ ８４．９ ７ ３,６０６ ６７１ １８．６
８ ３,６８８ ３,１２８ ８４．８ ８ ３,６８８ ７４０ ２０．１
９ ３,７０１ ３,０８７ ８３．４ ９ ３,７０１ ６７０ １８．１
１０ ３,２６５ ２,６９８ ８２．６ １０ ３,２６５ ６１２ １８．７
１１ ３,６１１ ３,００４ ８３．２ １１ ３,６１１ ６３６ １７．６
１２ ３,５４８ ３,０２３ ８５．２ １２ ３,５４８ ７１７ ２０．２
平成　  年 万人 万人 ％ 平成　  年
５ ８４３ ７３１ ８６．７ ５ ８４３ １２６ １４．９
６ ８２２ ７１３ ８６．７ ６ ８２２ １２５ １５．２
７ ８０２ ６９４ ８６．６ ７ ８０２ １２９ １６．０
８ ８２４ ７１０ ８６．１ ８ ８２４ １３８ １６．７
９ ８２７ ７０８ ８５．６ ９ ８２７ １３６ １６．５
１０ ６２２ ５３７ ８６．３ １０ ６２２ １０７ １７．１
１１ ７４０ ６２３ ８４．２ １１ ７４０ １１７ １５．８
１２ ７２７ ６１０ ８３．９ １２ ７２７ １１０ １５．１

（備考）民間給与所得者は、国税庁「民間給与の実態（年末調整を行った１年を通じて勤務した給与所得者（納税者））」により、申告所得者は、　

国税庁「申告所得税の実態」による。

生命保険料控除 適用割合

生 命 保 険 料 控 除 ・ 個 人 年 金 保 険 料 控 除

民
間
給
与
所
得
者

申
告
所
得
者

納税者数

民
間
給
与
所
得
者

申
告
所
得
者

個人年金保険料控除 適用割合納税者数

生命保険料又は個人年金保険料を支払った場合には、その支払保険料の額に応じて、それぞれ最高50,000円が
「生命保険料控除」(昭和26年創設)又は「個人年金保険料控除」(昭和59年創設)として、所得控除できる。

＜制度の概要＞



損 害 保 険 料 控 除

＜制度の概要＞

損害保険料を支払った場合には、支払保険料の額に応じて、長期契約は 最高15,000円
短期契約は3,000円まで「損害保険料控除」として所得控除できる。(昭和39年創設)

（ 参 考 ）
区 分 納 税 者 数 損 害 保 険 料 控 除 適 用 割 合 持 ち 家 率 の 実 態

（ 「 国 勢 調 査 」 等 ）
平 成 年 万 人 万 人 ％ ％

民 ５ ３ ， ５ ９ ３ １ ， ４ ７ ９ ４ １ ． ２ 平 成 ５ 年 調 査 59.8
間 ６ ３ ， ６ ５ ０ １ ， ５ ３ ７ ４ ２ ． １
給 ７ ３ ， ６ ０ ６ １ ， ５ ０ ９ ４ １ ． ８ 平 成 ７ 年 調 査 60.2
与 ８ ３ ， ６ ８ ８ １ ， ５ ５ ３ ４ ２ ． １
所 ９ ３ ， ７ ０ １ １ ， ６ ０ １ ４ ３ ． ３ 平 成 10年 調 査 60.3
得 10 ３ ， ２ ６ ５ １ ， ４ １ ８ ４ ３ ． ４
者 11 ３ ， ６ １ １ １ ， ５ ６ ３ ４ ３ ． ３

12 ３ ， ５ ４ ８ １ ， ５ ６ ０ ４ ４ ． ０ （ 注 ） た だ し 、 平 成 ５ 年 、
10年 は 「 住 宅 統 計 調 査 」

平 成 年 万 人 万 人 ％ （ 総 務 省 ） に よ る 。
５ ８ ４ ３ ５ １ ６ ６ １ ． ３

申 ６ ８ ２ ２ ５ １ ３ ６ ２ ． ４
告 ７ ８ ０ ２ ４ ９ ５ ６ １ ． ８
所 ８ ８ ２ ４ ５ １ １ ６ ２ ． ０
得 ９ ８ ２ ７ ５ １ ５ ６ ２ ． ３
者 10 ６ ２ ２ ４ ０ １ ６ ４ ． ４

11 ７ ４ ０ ４ ６ ０ ６ ２ ． ２
12 ７ ２ ７ ４ ５ ２ ６ ２ ． ２

（ 備 考 ） 民 間 給 与 所 得 者 は 、 国 税 庁 「 民 間 給 与 の 実 態 （ 年 末 調 整 を 行 っ
た １ 年 を 通 じ て 勤 務 し た 給 与 所 得 者 （ 納 税 者 ） ） 」 に よ り 、 申 告
所 得 者 は 、 国 税 庁 「 申 告 所 得 税 の 実 態 」 に よ る 。



(備考) 主税局調べ
(参考) 1．土地譲渡益課税に係る申告納税額：  6,382億円（平成12年分：国税）
　　　　 2．土地譲渡益課税の実効税負担割合＝  ６．９％ （平成12年分：国税）
　　　　　　(実効税負担割合：各種の特別控除等を勘案した平均的な税負担割合）

土地譲渡所得の課税状況（１２年分）

 ―　譲渡価額１８．１兆円　―

取得費　・　譲渡費用
　　　（８．９兆円）

　　特別控除等
　　（５．７兆円）

 一 般 適 用
 （２．９兆円）

　譲　渡　益
　（９．２兆円）

課　税　所　得
  （３．５兆円）

軽 減 適 用
（０．６兆円）



主な土地譲渡益課税の特例〔特別控除、軽減税率〕

（収用等のために譲渡した場合の特別控除の特例（５，０００万円特別控除））

・資産が土地収用法等の規定に基づいて収用され、補償金を取得する場合
・土地等につき土地区画整理法による土地区画整理事業等の事業が施行され、
その土地等に係る換地処分により清算金を取得する場合

・資産につき都市再開発法による第一種市街地再開発事業が施行された場合に
おいて、権利変換により一定の補償金を取得する場合

・土地等が農地法の規定に基づいて買収され、対価を取得する場合 等

（特定土地区画整理事業等のために譲渡した場合の特別控除の特例（２，０００万円特別

控除））

・国又は地方公共団体等が行う土地区画整理事業、住宅街区整備事業等のため
に土地等を譲渡した場合

・第一種市街地再開発組合の事業予定地等の土地等を事業認可前に設立された
市街地再開発組合に譲渡した場合

・古都保存法等に規定する買取請求に基づき地方公共団体等に土地等を譲渡し
た場合

・保安林として指定された区域内等の土地を保安施設事業のために国又は地方
公共団体に譲渡とした場合 等

（特定住宅地造成事業等のために譲渡した場合の特別控除の特例（１，５００万円特別控

除））

・地方公共団体等が行う住宅建設又は宅地造成事業のために土地等を譲渡した
場合

・収用の対償に充てられる土地等を譲渡した場合
・平成６年１月１日から平成15年12月31日までの間に特定の民間宅地造成事業
等のために土地等を譲渡した場合

・公有地の拡大の推進に関する法律の協議に基づき地方公共団体等に土地等を
譲渡した場合

・地方公共団体等が空港周辺整備計画に基づいて行う空港周辺整備事業のため
に土地等を譲渡した場合

・地方公共団体等の行う沿道整備道路の沿道整備事業のために沿道地区計画区
域内の土地等を譲渡した場合

・産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備事業のために地方公共団体等に土地
等を譲渡した場合

・生産緑地地区内の土地を生産緑地法の買取申出等に基づき地方公共団体等に
譲渡した場合

・国土利用計画法による規制区域内の土地等を地方公共団体等に譲渡した場合
・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律による管理地区内の
土地を国又は地方公共団体に譲渡した場合

・都道府県立自然公園の特別地域又は都道府県立自然環境保全地域の特別地区
内の土地が地方公共団体に買い取られる場合 等

（農地保有合理化等のために譲渡した場合の特別控除の特例（８００万円特別控除））

・農業振興地域内の農地等を農業委員会のあっせん等により譲渡した場合
・農用地区域内の農地等を農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した
場合

・特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する
法律による所有権移転等促進計画の定めるところにより土地等を譲渡した場
合

・林地保有の合理化に資するため、森林組合又は森林組合連合会に委託して林
地を譲渡した場合

・林業経営基盤強化法の規定によるあっせんにより山林に係る土地を譲渡した
場合

・集落地域整備法の規定による交換分合により土地等を取得しなかったことに
伴い清算金を取得する場合 等

（居住用財産を譲渡した場合の特別控除の特例（３，０００万円特別控除））

・個人がその居住の用に供している家屋を譲渡した場合

（優良住宅地の造成等のために譲渡した場合の軽減税率の特例）

・国又は地方公共団体に対して土地等を譲渡した場合
・都市基盤整備公団、土地開発公社等の行う住宅建設又は宅地造成用に供する
ために土地等を譲渡した場合

・収用交換等により土地等を譲渡した場合
・第一種市街地再開発事業施行者に対して土地等を譲渡した場合
・一団の宅地の造成を行う者に対して土地等を譲渡した場合
・開発許可を受けて行う一団の住宅地造成の用に供するために土地等を譲渡し
た場合

・開発許可を要しない都市計画区域内の宅地の造成で一団の住宅地の用に供す
るために土地等を譲渡した場合 等



資産課税関係の主な特例措置 

 

〔住宅に関するもの〕 

   住宅用家屋に係る所有権の保存登記等に対する登録免許税の特例 

   住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例 

 

〔事業用資産等に関するもの〕 

   小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 

特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例 

   農地等についての相続税・贈与税の納税猶予の特例 

 

〔保険金等に関するもの〕 

   死亡保険金・死亡退職金に係る相続税の非課税制度 



住宅に係る登録免許税の主な軽減措置の概要

税 率

登 記 の 種 類 対 象 住 宅

本則税率 軽減税率 （９～１４年度）

・住宅用家屋の所有権の ・個人の住宅の用に供される床面積５０㎡ ６ １．５

保存登記の税率の軽減 以上の家屋

１，０００ １，０００

・住宅用家屋の所有権の ５ ０ ３

移転登記の税率の軽減 ・個人の住宅の用に供される床面積５０㎡

以上の家屋 １，０００ １，０００

・住宅取得資金の貸付け ・中古住宅の場合は、築後２５年以内（木 ４ １

等に係る抵当権の設定 造は２０年以内）のもの

登記の税率の軽減 １，０００ １，０００



１．特例の概要
　平成１５年１２月３１日までに、住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税については、1,500万円を限度に５分５乗によって贈与税
額を計算する。
　ただし、贈与を受けた年の翌年以降４年間は、これらの年に既に住宅取得資金等の５分の１相当額の贈与を受けているものとして贈与
税額が計算される。

２．適用対象者 ３．適用対象となる住宅用家屋又は増改築等
　父母又は祖父母から自己の居住の用に供する住宅の取得 (1)　住宅の取得(新築を含む｡) の場合
（新築を含む｡)、買換え(建替えを含む｡)又は増改築等のため ①　翌年３月１５日までに住宅の取得(新築を含む｡)をし、
の資金(住宅取得資金等)の贈与を受けた者で、次の要件を 　これをその者の居住の用に供すること又は遅滞なく供す
満たすもの 　ることが確実と見込まれること。
(1)　住宅の取得(新築を含む｡) の場合 ②　その他の要件
①　その贈与を受けた時において国内に住所を有すること。 　イ　新築住宅 ： 床面積５０㎡以上
②　過去にこの特例の適用を受けたことがないこと。 　ロ　中古住宅 ： 床面積５０㎡以上
③　その贈与を受けた年分の合計所得金額が１,２００万円 　　(ィ)　木造住宅…建築後２０年以内
　以下であること。 　　(ﾛ)　マンション等…建築後２５年以内
④　その贈与前５年以内において自己又は配偶者の所有 (2)　住宅の買換え(建替えを含む｡) の場合
　する住宅に居住したことがないこと。 ①　翌年３月１５日までに住宅の買換え(建替えを含む｡)を
(2)　住宅の買換え(建替えを含む｡) の場合 　し、これをその者の居住の用に供すること又は遅滞なく
①　上記(1)の①及び②と同じ。 　供することが確実と見込まれること。
②　その贈与を受けた年分(住宅の譲渡が翌年の場合には、 ②　上記(1)と同じ。
　当年分及び翌年分)の合計所得金額が１,２００万円以下で (3)　住宅の増改築等 の場合
　あること。 ①　翌年３月１５日までに住宅の増改築等をし、これをその
③　贈与前５年以内に居住していた自己又は配偶者の所 　者の居住の用に供すること又は遅滞なく供することが確実
　有する住宅を贈与を受けた年の翌年１２月３１日までに 　と見込まれること。
　譲渡又は滅失させたこと。 ②　その他の要件（次のイ又はロのいずれか）
(3)　住宅の増改築等 の場合 　イ　増改築等による床面積の増加 ： ５０㎡以上
上記(1)の①～③と同じ。 　ロ　増改築等に係る工事費用 ： １,０００万円以上

(注) 「増改築等」とは、増築、改築、大規模の修繕又は模様
  　替えをいう。

住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例 の概要



１,５００万円の贈与を受けた場合の例

(注) 適用対象 ： 「住宅の新築又は取得」、｢一定の増改築等｣、｢一定の買換え又は建替え｣

１１０万円

１１０万円

１１０万円 １１０万円 １１０万円

住宅取得資金等の贈与に対する特例 による贈与税額の計算（５分５乗）の図解

１１０万円基礎控除

　　〔 一般の贈与 〕　

１１０万円１１０万円

１１０万円

１１０万円

１９０万円

２年目

１９０万円

１９０万円

１９０万円

１９０万円

１９０万円

課
税
対
象

課
税
対
象

基
礎
控
除

１,３９０
　万円

住宅取得資金等
の   贈 与 年
１年目

贈
 
与
 
額

１,５００
 万円

〔 住宅取得資金等の贈与 〕

550万円

１９０万円 １９０万円 １９０万円

３年目 ４年目 ５年目

950万円

課税対象

基礎控除

（本 則） （特 例）



○ 同　左

○ 次の株式等の課税価格を減額（▲１０％）

     一定の中小同族法人の株式等
　     （発行済株式等の１/３以下 等を限度）

○ 次の山林の課税価格を減額（▲５％）

     森林施業計画に基づき施業されている林地及び立木

(注)不動産貸付、駐車場等に利用されている宅地をいう

50% 200㎡

200㎡

80%
50%

240㎡
200㎡

居住用

そ　の　他　(注)

事業継続

非継続

居住継続
非継続

山林（林地及び立木）に
係る軽減措置

取引相場のない株式等
に係る軽減措置

適用対象面積減額割合

80%

   ・ 事業用の宅地等（２００㎡ 又は ４００㎡）

事業用
50%

400㎡

○ 次の宅地等の課税価格を減額（▲５０％又は▲８０％）

   ・ 居住用の宅地等（２００㎡ 又は ２４０㎡）

   ・ 同　左
   ・ 同　左

事業承継に関連する相続税の改正の概要

小規模宅地等についての
相続税の課税価格の計
算の特例

《 改　正　前 》 《 改　正　後 》

小規模宅地等についての
相続税の課税価格の計
算の特例

納
税
者
の
選
択

《14年度税制改正により新設》

（平成１４年度）



○ 農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予

　　農業を営む個人が推定相続人のうちの１人に農地(*1)の全部並びに採草放牧地(*1)及び準農地のそれ

  ぞれ３分の２以上を贈与した場合の贈与税については、担保の提供を条件に納税を猶予し、贈与者又は

  贈与者の死亡前に受贈者が死亡した場合には、猶予税額の納付を免除する。

○ 農地等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の特例

　　上記の贈与者が死亡した場合には、その贈与した財産を相続税の課税価格に含めて相続税を計算する。

○ 農地等についての相続税の納税猶予

　　農地等(*1)の相続人が農業を継続する場合に限り、農地価格のうち恒久的に農業の用に供されるべき

  農地として取引される場合に通常成立すると認められる価格(農業投資価格)を超える部分に対する相続

  税については、担保の提供を条件に納税を猶予し、

　 ①その相続人が死亡した場合

　 ②農業後継者に農地等を一括贈与した場合

　 ③申告期限後20年間農業を継続した場合(*2)

  には猶予税額の納付を免除する。

(*1) 特定市街化区域農地等を除く。

(*2) 都市営農農地等について特例を受けている場合には適用がない。

　　　　農地等に対する納税猶予の特例の概要　



　　５,０００円 　　５,０００円

１０万円 ―

２０万円 ２０万円

３０万円 ３０万円

５０万円 ５０万円

〃　　

　１００万円 〃　　　　　　　〃

〃　　　　　　　〃

死亡保険金及び死亡退職金に係る非課税限度額の推移

昭和１３年

     ２３　

     ２５　

     ２２　

改 正 年  死 亡 保 険 金 死 亡 退 職 金

　　　　　  　　〃　　　　 　　　５万円

廃　　　　　　　止

     ２６　

２００万円　　　　　　〃　　 　　

５００万円　　　　　　〃　　 　　

     ２８　

     ２７　

２５０万円　　　　　　〃　　 　　

５００万円　　　　　　〃　　 　　     ６３　
  (現  行)

     ５０　

     ４６　

     ４２　

     ４０　

     ３３　

     ２９　

保険金、退職金合わせて　３万円

５０万円×法定相続人の数

　８０万円　　　　　　〃　　 　　

１００万円×法定相続人の数

１５０万円　　　　　　〃　　 　　

〃

〃 〃

〃

相続人全員で

相続人１人毎に

〃

〃

〃

相続人全員で相続人全員で




